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企業における女性活躍の推進等に関する政府の方針（金融庁関連）

• 企業における女性の活躍に関し、投資判断に有効な企業情報の開示を促進するため、有価証券報告書等

において企業の判断で行う情報開示の好事例を収集し、周知する。また、企業のガバナンスにおけるジェン

ダー平等の確保の重要性に鑑み、有価証券報告書等における開示の在り方を含め、コーポレートガバナン

スの改善に向けてジェンダーの視点も踏まえた検討を行う。

• 企業における男性社員の育児休業等取得促進のための事業主へのインセンティブ付与や、取得状況の情

報開示（「見える化」）を推進する。

第５次男女共同参画基本計画（2020年12月25日閣議決定） 抜粋

• 企業のガバナンスにおけるジェンダーを含む多様性の確保に資する施策として、上場会社に対し、女性等

の管理職への登用等における多様性の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標を示すととも

に、その状況を開示すべきとする内容を盛り込んだコーポレートガバナンス・コードの再改訂の公表を令和３

年６月に行い、その内容に沿った取組を企業に促すとともに、令和３年度以降、フォローアップを行う。

女性活躍・男女共同参画の重点方針2021

（2021年6月16日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定） 抜粋



I. 有価証券報告書等における開示の好事例の収集・公表
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 それぞれの開示例では、好事例として着目したポイントを青色のボックスにコメント。
⇒ 青色のボックスのコメントを参考に、当該開示例の要素が有価証券報告書に取り込まれることを期待。

 2021事務年度は、社会的な関心が高まっている「サステナビリティ情報」に関する開示を先行して取りまとめ公表（2021年12月）。
既存の項目（経営方針、事業等のリスク等）も随時更新中（2022年2月最終更新）。

 金融庁では、有価証券報告書における開示の充実に向けた実務の積上げ・浸透を図る取組みとして、投資
家・アナリスト及び企業からなる勉強会を開催して開示の好事例を収集し、「記述情報の開示の好事例集」
として公表（2019年3月初回公表）。

 2021年12月には、女性活躍や多様性の推進に関する開示を含む「サステナビリティ情報」の開示の好事例

をとりまとめ公表。

「記述情報の開示の好事例集」の概要
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（出所） 金融庁 「記述情報の開示の好事例集2021」

女性活躍や多様性の推進に関する開示例

 女性活躍の推進に係る定量的な目標やエリア別の幹部職に占める女性割合の推移状況を記載している例
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記述情報の開示の充実（双日株式会社）

（出所） 双日株式会社 有価証券報告書（2019年3月期、2021年3月期）より金融庁作成

 一部の企業では、女性活躍に関する開示内容に進展が見られる。

持続的成長に向けた取り組み

２）多様性と自律性を持つ人材の創出

● ダイバーシティの推進

人材の多様性を、変化の激しい市場環境に対応し、常にスピードをもって事業創造できる組織の力へと変え

るため、当社では、女性、外国人、様々な職歴をもつキャリア採用者など、多様な人材の採用、起用を積極的

かつ継続的に行いつつ、それぞれの特性や能力を最大限活かせる職場環境の整備やマネジメント層の教育など

の取り組みを進めてきました。

「中期経営計画2023」では、これまでの取り組みに加え、多様なキャリアパス・働き方を促し、社員の多様性

を新規事業の創出や組織の意思決定に活かすための人材施策を実行していきます。

当社では、なでしこ銘柄に５年連続で選定されるなど、近年、女性活躍推進を積極的に行っており、各種女

性比率向上に加え、海外への駐在や、部長、課長職を担う女性社員も増え、その活躍の場も拡大しています。

2021年４月には内部昇格により初の女性執行役員も誕生しました。

「中期経営計画2023」では、2030年代中に女性社員比率を50％程度にすることを目指し、中長期の目線で、あ

たり前に女性が活躍する環境づくりを進めます。また、社員の自律的な成長をサポートしつつ、各世代層のパ

イプライン形成と、経験の蓄積、キャリア意識醸成に継続的に取り組み、将来的に経営の意思決定に関わる女

性社員を増やしていきます。

女性活躍関連目標

(ご参考)

■ なでしこ銘柄５年連続選定（2021年３月）

https://www.sojitz.com/jp/news/docs/210322rr.pdf

■ 女性活躍推進法に基づく 一般事業主行動計画 （2021年度～2023年度）

https://www.sojitz.com/jp/csr/employee/pdf/kodo2021.pdf

【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

有価証券報告書（2021年3月期） P20

（１）

（２）

（中略）

有価証券報告書（2019年3月期） P46

【コーポレート・ガバナンスの状況等】 ※ 一部抜粋

（多様なステークホルダーの立場の尊重について）

2) 人材の多様性に関する取り組み

当社は、グローバルに事業を展開する中で、長期的に競争力を発揮

し続けるため、性別、国籍、年代、価値観などを問わず、人材の採用

や育成、活用を行い、人材の多様性を確保する取り組みを継続してお

ります。また、当社グループ役職員が能力を最大限に発揮できるよう、

制度・環境の整備に取り組んでおります。

● 女性活躍推進

当社では中長期的な視点で、制度を含む職場環境の整備、上司・本

人を含めた社員の意識向上への諸施策を実施しており、女性管理職を

はじめとした女性社員の活躍に向けた施策に取り組んでおります。

2018年10月にはイクボス企業同盟に総合商社として初めて加盟し、女

性を含む多様な人材を活躍させる管理職を増やし、仕事と育児の両立

支援や柔軟な働き方を推進しております。また、2019年３月には、女

性活躍推進に優れた上場企業を表彰する「なでしこ銘柄」（経済産業

省、東京証券取引所主催）に３年連続３回目の選定をされました。

（１）ダイバーシティの推進に向けた取組みについて、女

性執行役員の登用の実績や女性社員比率の目標を含

めて記載

（２）女性活躍関連目標について、中長期の定量的な目標

を時系列で図示しながら平易に記載



II. 有価証券報告書等における開示の在り方の検討
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金融審議会ディスクロージャーWGの検討の背景と諮問事項

 経済社会情勢の変化を踏まえ、投資家の投資判断と建設的な対話に資する企業情報開示のあり方を検討

 上場企業や投資家を取り巻く経済環境が大きく変化する中、資本市場の機能の発揮を通じ、企業価値の

向上と収益向上の果実を家計にもたらしていくという好循環を実現するため、

• 投資家の投資判断に必要な情報を適時に分かりやすく提供するとともに、

• 企業と投資家との間の建設的な対話を通じて、企業の中長期的な成長を促す

企業開示の役割

 近年、企業を取り巻く経済社会情勢に以下の変化

• 企業経営におけるサステナビリティの重視

• コロナ後の企業の変革に向けたコーポレートガバナンスの議論の進展 等

諮問事項

 企業情報の開示のあり方に関する検討

企業を取り巻く経済社会情勢の変化を踏まえ、投資家の投資判断に必要な情報を適時に分かり

やすく提供し、企業と投資家との間の建設的な対話に資する企業情報の開示のあり方について

幅広く検討を行うこと。

検討の背景



（注1） 「（区）」と表示されている項目は、雇用管理区分ごとに、「（派）」と表示されている項目は派遣労働者も含めて把握することが求められている。2022年4月1日から、一般事業主行動計画の策定・届出や女性活躍に関
する情報公表の義務の対象が、常時雇用する労働者数101人以上の事業主まで拡大される。（300人以下の事業主は現在努力義務）
（注2） 2020年10月22日時点で女性の活躍推進企業データベース（厚生労働省）に公表されていたデータをもとに、金融庁作成
（注3） 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則の一部を改正する省令案について（概要）」（2021年9月21日）

女
性
活
躍
推
進
法

① 女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供 ② 職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備

• 採用した労働者に占める女性労働者の割合（区）
• 男女別の採用における競争倍率（区）
• 労働者に占める女性労働者の割合（区）（派）
• 係長級にある者に占める女性労働者の割合
• 管理職に占める女性労働者の割合
• 役員に占める女性の割合
• 男女別の職種又は雇用形態の転換実績（区）（派）
• 男女別の再雇用又は中途採用の実績

• 男女の平均継続勤務年数の差異
• 10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別

の継続雇用割合
• 男女別の育児休業取得率（区）
• 労働者の一月当たりの平均残業時間
• 雇用管理区分ごとの労働者の一月当たりの平均残業時間（区）（派）
• 有給休暇取得率
• 雇用管理区分ごとの有給休暇取得率（区）

多様性確保の開示に関する動向（女性活躍推進法、育児・介護休業法）

目標設定（数値）の公表 実態（数値）の公表

78% 91%

目標設定（数値）の公表 実態（数値）の公表

男性：23% 女性： 4% 男性：74% 女性：74%

 常時雇用する労働者数301人以上の事業主は、女性活躍に関する行動計画を策定し労働者に周知・外部に公表す
るとともに、女性の職業生活における活躍に関する情報を以下の①と②の区分から各1項目以上選択して2項目以
上公表（注1）

育
児
・介
護
休
業
法

女性管理職比率に関する開示 育児休業取得率に関する開示

 令和3年6月改正の育児・介護休業法により、従業員1,000人超の企業を対象に、育児休業取得の状況の公表が義
務付け（令和5年4月1日施行予定）

 具体的な公表内容を規定する省令案の概要では、①男性の育児休業等の取得率、又は、②男性に占める［育児休
業等取得者＋育児目的休暇取得者］の割合をインターネット等で公表することを求めることとしている（注3）

開
示
項
目

開
示
状
況

女性の活躍推進
企業データベース
（厚生労働省）に
よるTOPIX100社
の状況（注2）

 女性活躍推進法、育児・介護休業法により、一定の項目の公表を義務付け
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ディスクロージャーWG
（第３回）事務局説明資料



ディスクロージャーWG第3回会議（2021年10月29日）における論点①

 多様なサステナビリティ要素（多様性確保、人的資本等）の投資家の投資判断におけ

る重要性は、各企業の業態や経営環境等によって様々であると考えられる。このことを

踏まえ、多様なサステナビリティ要素の開示における取扱いについては、原則として、

各企業において企業価値や業績等に与える重要性に応じて判断するというアプローチ

をどのように考えるか。

 あわせて、比較可能性等の観点から、以下の項目については開示が必要との意見が

あるが、どう考えるか。

• 多様性確保に関する開示（女性管理職比率等）

• 人的資本に関する開示

その他、どのような事項に関する開示について、検討すべきか。
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ディスクロージャーWG第3回会議（2021年10月29日）における論点②

サステナビリティ
開示の充実

に向けた取組み

 サステナビリティに関する情報開示について、例えば、以下のような意見があるが、

どのように考えるか。

• 投資判断に必要な情報を提供する観点から、核となる情報を有価証券報告書に記

載することができるよう、サステナビリティ情報の「記載欄」を設けることが適切

• その際、各企業の創意工夫により任意開示での取組みが先行していることを踏ま

え、任意開示の内容を適切に「記載欄」の記述に反映させることが重要

 有価証券報告書の「記載欄」について、サステナビリティ全般の情報を記載することとす

る場合、以下の点についてどう考えるか。

• 気候変動と同様、 「ガバナンス」、「リスク管理」 について開示

• 「戦略」、「指標・目標」については、各企業が、自らの企業価値や業績等への影響

の重要性を踏まえ判断

 サステナビリティ情報の開示に関しては、国際基準策定への意見発信や、我が国にお

けるサステナビリティ開示の個別項目の検討を担う体制整備が不可欠との意見が出さ

れている。今後、民間におけるそうした取組みをどのように後押ししていくことが考えられ

るか。



III. コーポレートガバナンス・コードの改訂
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コーポレートガバナンス・コードの概要

上場企業が、幅広いステークホルダー（株主、従業員、顧客、取引先、地域社会等）と適切に協働しつつ、実効的な

経営戦略の下、中長期的な収益力の改善を図るための行動原則

枠組み

• 東京証券取引所が定める有価証券上場規程の一部であり、コードの規定にコンプライするか、しない場合
のエクスプレインを上場会社に義務付けている。

• プリンシプルベース・アプローチ及びコンプライ・オア・エクスプレインの手法を採用。

概要

１．上場会社は、株主の権利・平等性を確保すべき。

• 政策保有株式の保有目的や保有に伴う便益・リスクの検証と政策保有に関する方針の明確化 等

２．上場会社は、従業員、顧客、取引先、地域社会などのステークホルダーとの適切な協働に努めるべき。

３．上場会社は、利用者にとって有用性の高い情報の提供に取り組むべき。

４．取締役会は、会社の持続的成長を促すため、企業戦略等の大きな方向性を示すことや、実効性の高い
監督を行うことなどの役割・責務を果たすべき。

• 持続的成長に資するような独立社外取締役の活用 等
（建設的な議論に貢献できる人物をプライム市場上場会社は３分の１以上（必要に応じて過半数）の
独立社外取締役を設置すべき（その他の市場の上場会社は２名）

５．上場会社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するよう、株主と建設的な対話を行うべき。

2015年 6月 1日適用開始
2018年 6月 1日改訂
2021年 6月11日再改訂
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コーポレートガバナンス・コードの改訂について

 プライム市場上場企業において、独立社外取締役を３分の１以上選任（必要な場合には、過半数の選任の検討を慫慂）

 指名委員会・報酬委員会の設置（プライム市場上場企業は、独立社外取締役を委員会の過半数選任）

 管理職における多様性の確保（女性・外国人・中途採用者の登用）についての考え方と測定可能な自主目標の設定

 「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ会議」では、日本企業の環
境変化への対応力の向上により、企業価値を高め、内外の投資家の評価を得るため、コード改訂に向け
審議を行ってきた。

 審議に基づき、以下の内容の改訂版コーポレートガバナンス・コードを2021年6月11日に公表。

改訂の主なポイント

１．取締役会の機能発揮

２．企業の中核人材における多様性の確保

３．サステナビリティ（ESG要素を含む中長期的な持続可能性）に関する開示の充実

• 親子上場： プライム市場に上場する「子会社」において、独立社外取締役を過半数選任又は利益相反管理のため
の委員会の設置

• 株主総会関係： プライム市場上場企業において、議決権電子行使プラットフォーム利用と英文開示の促進

（注） その他の主な改訂項目

 プライム市場上場企業において、TCFD又はそれと同等の国際的枠組みに基づく気候変動開示の質と量を充実
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企業の中核人材における多様性の確保

補充原則２－４① 上場会社は、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等、中核人材の登用等における多様性

の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標を示すとともに、その状況を開示すべきである。

また、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、多様性の確保に向けた人材育成方針と社内

環境整備方針をその実施状況と併せて開示すべきである。

 企業経営にとって多様性はイノベーションや新しい価値創造の源泉であって、経営戦略の要だという認識がある。コロナ後

の企業の変革をますます進めるために、ガバナンスの面から、また経営の有り様という面からも、多様性を確保するという

のは重要である

 まずは自社に必要な多様性についての考え方の公表があった上で、多様性に関する典型事項、例えばジェンダーや国際

的知見、中途採用といった者の管理職などの体制について測定可能な目標や状況を策定・公表していくということには意義

がある

 人材育成や社内環境の整備については、成果を測ることが必要である。これは、まず社内でＰＤＣＡを回すのに有効である

ことと、一部でも良いのでその内容が開示されると、株主からそれらの活動のサポートを得られるということがある

【原則２－４．女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

上場会社は、社内に異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や価値観が存在することは、会社の持続的な成長を確保す

る上での強みとなり得る、との認識に立ち、社内における女性の活躍促進を含む多様性の確保を推進すべきである。

（注） 改訂箇所は青字

改訂版コーポレートガバナンス・コード

フォローアップ会議での議論

改訂前コーポレートガバナンス・コード

新設



89 社

52 社 51 社

86 社

22 社 21 社

女性 外国人 中途採用者

考え方・現状の開示 測定可能な目標の設定
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「企業の中核人材における多様性の確保」への取組み状況

新設された
原則

概要
コンプライ率

市場第一部 市場第二部
JASDAQ

スタンダード

補充原則
２－４①

 女性・外国人・中途採用者の中核人材への登用等の多様性
の確保の考え方、目標、状況を公表すべき

 多様性の確保に向けた人材育成方針・社内環境整備方針を
その実施状況とあわせて公表すべき

66.8% 46.2% 37.9%

エクスプレイン

11 社

【補充原則２－４①の対応状況（TOPIX100）】

実施状況 中核人材における考え方・現状の開示、測定可能な目標の設定の状況

コンプライ
89社

（出所） 東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コードへの対応状況について（2021年12月末時点）」（2022年1月26日公表）より、金融庁作成

 東証一部上場企業の約67％、TOPIX100構成銘柄の89％が補充原則２－４①にコンプライ。
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（参考） 東京証券取引所における市場区分の見直し

コーポレートガバナンス・コード
全原則の適用

市場第一部（2,185社）

流通性が高い企業向けの市場

スタンダード（658社）

グロース（37社）
マザーズ（424社）

新興企業向けの市場

市場第二部（473社）

実績ある企業向けの市場

多様な企業向けの市場
（実績ある企業・新興企業）

現在の市場区分

見直し後の市場区分（2022年4月4日～）

多くの機関投資家の投資対象になりうる規模の時
価総額（流動性）を持ち、より高いガバナンス水
準を備え、投資家との建設的な対話を中心に据え
て持続的な成長と中長期的な企業価値の向上にコ

ミットする企業向けの市場

公開された市場における投資対象として一定の
時価総額（流動性）を持ち、上場企業としての
基本的なガバナンス水準を備えつつ、持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上にコミットす

る企業向けの市場

高い成長可能性を実現するための事業計画
及びその進捗の適時・適切な開示が行われ
一定の市場評価が得られる一方、事業実績
の観点から相対的にリスクが高い企業向け

の市場

プライム市場（1,841社） スタンダード市場（1,477社） グロース市場（459社）

コーポレートガバナンス・コード
全原則の適用

コーポレートガバナンス・コード
基本原則の適用

コーポレートガバナンス・コード
全原則の適用（より高い水準）

コーポレートガバナンス・コード
全原則の適用

コーポレートガバナンス・コード
基本原則の適用

コーポレートガバナンス・コード
基本原則の適用

 上場会社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上を支え、国内外の多様な投資者から高い支持を得られる魅
力的な現物市場を提供することを目的として、現状の市場区分を３つの区分に再編（2022年4月4日移行予定）

 各市場の新しいコンセプトを踏まえ、コーポレートガバナンス・コードの適用範囲についても見直しを実施

（注） 該当企業数は2022年1月4日時点のもの。
（出所） 東京証券取引所公表資料より金融庁作成
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（注） プライム市場上場会社向けの内容は、新市場区分移行後（2022年4月4日以降）、最初に到来する定時株主総会後に提出するガバナンス報告書から適用
（出所） 東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コードへの対応状況について（2021年12月末時点）」（2022年1月26日公表）より金融庁作成

（参考） 改訂により新設されたプライム市場上場企業向けの規定

（１） 取締役会の機能発揮

改訂
原則
４－８

プライム市場上場会社は取締役会において独立社外取締役３分の１以上（必要な場合は過半数）を選任
すべき

改訂
補充原則
４－１０①

プライム市場上場会社は、指名委員会・報酬委員会について独立社外取締役過半数を基本とし、独立性
に関する考え方・権限・役割等を明らかにすべき

（２） 企業の中核人材における多様性の確保

（３） サステナビリティを巡る課題への取組み

新設
補充原則
３－１③

プライム市場上場会社は、ＴＣＦＤ又は同等の枠組みに基づく開示の質と量の充実を進めるべき

（４） （１）～（３）以外の課題

改訂
補充原則
１－２④

プライム市場上場会社は、少なくとも機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームを利用可能と
すべき

改訂
補充原則
３－１②

プライム市場上場会社は、開示書類のうち必要とされる情報について、英語での開示・提供を行うべき

新設
補充原則
４－８③

支配株主を有する場合、プライム市場上場会社は独立社外取締役過半数または利益が相反する重要な
取引・行為について審議する特別委員会を設置すべき


